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なにが進展 したのか ？課題は ？

－ フォーラム子 どもの権利研究200 9 で真剣な討議

今年は、子どもの権利条約が国連で採択されて2 0 年に、日

本が批准 して 15 年 となる。この2 0 年 間で日本と世界の子ど

もたちの権利保障はどこまで進展 したのだろ うか。昨年4 月

には、日本政府が国連・子どもの権利委員会に対 して第 3 回

報告を提出したが、その報告内容に象徴されるように、日本

政府は、子どもの権利条約の実施に関して消極的な態度に終

始してきた といえる。

そんな中で、2 0 0 9 年3 月7 －8 日の両日、早稲田大学を会

場として、「フォーラム子どもの権利研究2 0 0 9 」が開催 され

た。主催は、子どもの権利条約総合研究所 イ 子どもの人権」

研究会・児童福祉法研究会の 3 団体の共同開催。

「フォーラム子どもの権利研究2 0 0 9 」 では、条約採択2 0

周年を一つの区切 りとして、この 2 0 年 の歩みを国 レベルだけ

でなく・、自治体、学校や施設の現場、市民・ N P O レベルな

ども含めて、総合的に検証することがめざされた。なお検証

にあたっては、どの面で前進・成果があったのか、課題はど

こにあるの か、 につい て総括 的 に検 討をカロえ、 これか らの 日

本と世界の子どもの権利保障についての展望を見出 していく

ことが 目標 とされた。

第 1 日 目（3 月7 日）は、国連採択後 2 0 年 間、条約批准後

15 年間を通 して、日本における子どもの権利条約の実施と普

及においてどのような進展・成果があったのか。国の政策 ・

法制の レベル、法解釈・裁判のレベル、人びとの意識・子ど

もの権利意識 レベルでの検証が行われた。そこでは、政府が

子どもの権利委員会勧告について不誠実な対応に終始 してい

ること（荒牧報告）、裁判規範としても子どもの権利条約がほ

とんど無視されてきた現実があること（津田・中川報告）、日

本の社会・国会議員を含めて「人権・子どもの権利感覚」が

乏しい こと （森 田報 告） が浮き彫 りにされ た。当 日は全体 に

「否定的な現状」が確認されて、やや「悲観」的な雰囲気が漂っ

ていた。
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しか し第二 日目の実践 論で は、学校 の子 ど も参カロ・ 権 利学

習実践が進んできたこと（喜多）、不登校の子どもたちの「子

どもの権利条約学習」た札′1ま活発に進んで いることな どフリー

スクールの成長、学校以外の居場所作 りが発展 してきている

こと（奥地報告）が報告された。自治体からは、地方分権と

条約批准をバネにして川崎市で子どもの権利条例づくりが進

展し、現在学校や地域で実践が展開されてきたこと（小宮山

報告 ）、N P O では大 阪の 子 ども情幸嗣汗究セ ンター が条 約制 定

以前から「子どもの人権」事業に取り組んできたこと（田中

報告）などが報告された。

そ こでは、 国・ 法 制 レベル で の厳 し し状 況を 自覚 しつつ 、

診診田野⑳包 Ⅰ

子どもの権利実現の主体として大きく成長 してきた地域の取

組、とくに自治体と市民活動との協働に期待を寄せて、あす

の実践 に取 り組 んで い くことを確 認 しあ った ことが印象 的で

あった。（喜多 明人）

（※なお、フォーラムの記録集 として、2 0 0 9 年7 月 に は、子 ども

の権利条約ヲ総合研究所編 『子 どもの権利研究』 15 号 ：特集子ども

の権利条約の2 0 年が刊行される。申し込み先 ：子どもの権利条約

総合研究所 ：〒16 2 －0 0 5 2 新宿区戸山 1－2 4 － 1早稲田大学文学

部3 3号館 1 5 7 6 号 室 F A X O3－3203－4355、もしくはEメール

n p o ＿C rC ＠n ifty ．c o m あ て）

国の政策・法制のレベル、裁判のレベル、

子どもの権利意識レベルでの検証

第 1 日目は、子どもの権利条約がこの 2 0 年 に国家、裁判所、

国民の意識に与えた影響について検証が行われた。

初めに行われた荒牧重人さん（山梨学院大学教授）の報告「子

ども政策の2 0 年と国連・子どもの権利委員会審査 一第 1 ～

第3 国政府報告書をふまえて－」は、子どもと子どもの権利

条約をめぐる状況が、悪化・後退 してきているという実感は

あるが、もともと日本政府は、条約に関する文部省通知が表

すように、子どもの権利条約の実施に関して消極的な態度を

とってお り、一方 的に悪化・ 後退 して いる とい うわ けで はな

いという前置きで始まり、国連子どもの権利委昌会の第2 回

総括所見の実施状況と第 3 同日本政府報告書の抱えている課

題についての検討が行われた。そ こでは、2 0 0 8 年 4 月 に提

出された第3 回日本政府報告書は第 2 回に比べ、条約に基づい

た改正および立法とは言えない内容の報告が多 くなされてい

ることやN G O との建設的な対話がない等、内容・作成過程と

もに劣化 してお り、また第 2 回総括所見で行われた勧告 につ

いてもそのほとんどが改善されていないか不十分なままであ

るとの報告がなされた。子どもの権利条約の国家 レベルでの

実施に向けては、政府の政策や子 ども法制において条約がそ

の地位 にふさわ しい規 範と して位置 づ けられ、活用 され る こ

とが本当に重 要である と感 じさせ られる内容であ った。

』
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続いて、津田玄児さん （弁護士）・中川明さん （弁護士）に

よる報告 「子どもの人権裁判の2 0 年と展望」が行われた。そ

の中で津田さんは、国連子どもの権利委員会が、 日本の条約

の実施状況についてもっとも懸念 しているのが少年司法の分

野である というこ とを前提 に、事例 を中心 と した検討を行 い、

現状の日本の少年司法は、子どもの権利条約が求める、子ど

もが非行を克服 し、立ち直るための個別 に適切な支援の確保

や、公正で適切な手続きの保証、子どもの生命・生存・発達

の確保等の権利を基盤とした司法制度からむ しろ逆行するよ

うな状況 にあるとい う報告 がな された。

中川さんからは、子どもの権利条約が日本の人権裁判 （主

に教育裁判）において実効的な働きを していない、すなわち、

弁護士側が条約を用いた主張を行 っても裁判所 に採用される

ことがな か った とい うことにつ いて、具 体的 な裁判 例を挙 げ

ながら説明がなされ、日本の裁判所は条約に対し非常に冷た

い状況にあるが、弁護士の側も条約を過大視 し、それに依存

するの では な く、 ど うや ってその 問題 を解決 す るのか につい

てきちんと対応 し、条約の使い方 についてもう少 し工夫をす

ることが必要なのではないのかとの報告が行われた。

最後の報告とな った森田明彦さんの（東京工業大学特任教

授）「子どもの権利普及・学習活動の 2 0 年と展望」では、初

めに、条約採択後の 2 0 年に世界的には子どもの人権がいかに

発展を遂げたかについて年表を用いた説明が行われ、そして、

条約をきっかけとして、子ども兵士や、児童労働、性的搾取

などさまざまな問題が人権侵害として認識・提起されるなど、

国際的には人権意識の発展が見られる中、なぜ日本国内では、

子どもの権利パッシングが起こるなど国民意識のなかに人権

概念が浸透 していかないのかについて、短期的・中期的・長

期的ないくつかの興味深い要因を挙げつつ検討 した後、西欧

近代社会の歴史的産物である現在の人権概念を文化を異にす

る日本社会に定着させるためには、その想定する人間観 につ

いてもう一度検討してみる必要があるのではないかとの提言



がなされた。

この日の報告では、子どもの権利条約が国連で採択されて

からの 2 0 年間で日本の子どもたちの権利保障が進んだのか否

かについて、初めどち らかといえば批判的、悲観的な報告 ・

意見が多かったが、子どもの人権の保障や普及・啓発に関わ

る民間団体の増力ロ・活躍や、自治体での子どもの権利条例の

策定について評価をする意見も少なからず見られた。民間ベー

スではこの 2 0 年 間実際的に条約が使われてきた し、また、裁

診診甜夢⑳包 Ⅱ

判の場でも条約が直接援用されないまでもその思想を汲んだ

判決が出されてきているなど、 トータルで見ればかなり大き

な成果を挙げているといえる。これからの 1 0 年 は、権利委員

会の勧告等に頼るだけでは足 りず、各 自が戦略的に子どもの

権利条例を使い切る気持ちで条約の実施・普及に努めること

が重要であるとの認識を確認 し、 1 日 目の シンポジウムが終

了した。（竹内 麻子）

学校・施設レベル、

自治体・市民レベルの検証

第2 日目 は明 るさの 展 望 が見 出 しに くか った 1 日 目の 検証

結果をふまえて、学校・施設 レベル、地域・ 自治体レベルと

N P O ・市民活動レベルなどでの子どもの権利条約の活用状況

とその進展面を明らかにし、新たな2 0 年 に向けての実践的、

理論 的問題・ 課是喜の報 告 を受 けて 、 1】 これ か らの学 校・施

設における教育と福祉の新たな関係の模索と2 】子 ども支援

のためのまち づ くりにおける 自治体 とN P O ・ 市民 活動との連

携・協働の取り組みなどの課題について議論したいとコーディ

ネーターの喜多明人さん、浜田進士さんの挨拶があった。

1】不登校から見える学校教育の2 0 年

奥地 圭子さん （東京シューレ暮飾中学校校長）

「不登校の歴史は苦 しみの歴史である」と書き、言ってきた。

登校拒否・不登校の子どもたちの苦しさは、学校へ行か（け）

なくなる まで にさま ざまな権 利の侵 害 があ った ことと、行 か

（ け）な くな った ことへの 無理角牢・差別・ 権利侵害 の苦 しさの

二重の権利侵害が重な った状況か ら起こつている。学校教育

は子どもにとって安心・安全な居場所であり、個を尊重され、

学ぶ権利が保障される場となることが求められている。また、

学校教育以外の子どもの学び育つ権利の保障が認識・対応 ・

制度 の うえで と らえ られ る必要 があ った。 どち らも、子 ども

の最善の利益にたち、子ども主体で、子どもの声を聞いてこ

そなされえることであった。日本の登校拒否、不登校の児童

生徒数は7 0 年 代半ばよ り急増の一途をたどり、0 2 年 からの

登校圧力がカロわった中で4 年間は微減 したものの増加を続け

ている。昨年の学校基本調査発表では小中 1 2万 9 0 0 0 人、中

学生の不登校率は過去最高となった。国の政策は8 9 年の子ど

もの権利条約採択後の3 年目の9 2 年に「誰にでも起こる得る

登校拒否」と認識転換し民間施設への出席 日数を学校の出席

日数と認め、民間施設への通学定期の適用を認める前進があっ

た。しかし、一貫して学校復帰政策は変わらず、不登校の子

どもの気持ち・意志・ 自己決定は尊重されずに、学校復帰の

ための手が打たれていた。そのため、学校の相対化は進まず、

子ども自身も自己肯定感が持てずひけめや自責感を持ち続け

るとい う状 況 にある。今 年 1月J D E C（日本 フ リース クール 大

会）で学校教育法に並ぶ新法 （仮称・オルタナティヴ教育法）

の制定を求める「フリースクールからの政策提言」を採択した。

2 】児童養護施設など福祉施設の2 0 年の検証と展望

井上 仁さん（日本大学）

子どもの権利委員会の勧告で指摘されたとおり、施設の子

どもたちのプライバシー確保の問題において、大阪府、東京

都、神奈川県などが作成 した「子どもの権利ノー ト」にはプ

ライバ シーの確 保に 関する 項 目が あ り、説 明 はされて いるが

施設の設置最低基準の見直 しが行われていない。多くの施設

では 1 部屋 に複数の子どもが起居 し、鍵す ら設けられていな

い。また、集団的処遇を基盤としての施設運営が続いており、

生活管理においても子どもの個々のプライバシーの確保など

は処遇面における配慮などにおいてもすすんでいない状況も

みられる。要保護児童の措置は施設中心の状況に変化はなく、

むしろ児童虐待防止法以後は施設入所が急増 している。施設

児童の6 0％以上が被虐待 （全国平均）の子どもが集まってき

ている中で、厚生労働省専門委昌会においては地域小規模養

護施設や里親・ファミ リーグループホーム等への移行を考え

ているが、多くの子どもたちは施設での生活を余儀なくさせ

られ ている。

施設の子どもの権利を守るシステムは入所児童の急増で必

ずしも顧み られていない。子どもの意見や利益を尊重する措

置や処遇が児童養護施設・児童 自立支援施設では法制度 とし

ての自立支援は言われていても現実の効果と して成り立 って

いる かは疑 問である。 しか しな が ら、子 どもの セーフテ ィネ ッ

トに対する関心を高め、子どもの権利基盤が構築されてこそ

子どもの最善の利益の確保につながるのではないだろうか。

子どもの権利基盤からのアプローチという視点が必ず しも確

立されておらず、社会の緊急避難的な対応が目立 っている。

分権化が進む中で地域の格差の拡大も心配ごとである。

子どもの権利条約 第 9 5 号・ 2 0 0 9 年3 月1 5 日号
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3 】自治体レベルでの子ども施策の2 0 年の検証と展望

一川崎市子どもの権利に関する条例を軸として一

小宮山健治さん （前・Jtl崎市市民局長）

条例制定に向けた準備期には各部局ごとの施策体系中心で、

所管部署の閉鎖的な施策展開などにみ られる縦割り行政の限

界が感 じられたが、子どもの権利条約の国内批准を契機とし

たネ ッ トワー クづ く り、教育 関係者 と地 域関係 者 との具体 的

な取 り組みとしての人権尊重教育推進会議が活発に動いた。

子どもの権利条約紹介パンフレッ トの作成配布、自治体シン

ポジウムでの講演 と教職員研修 での子どもの権利条約の学

習、条例制定を視野に置いた福祉中心の子 ども計画づくりな

ど、子どもの権利の視点を位置づけた活動を展開 した。他方

9 5 年の地方分権推進法（地方分権一括法）などの動きに見 られ

るような分権型社会に向けた動きなどが新たな市民参カロ型の

条例づくりの機運をつくった。9 7 年市民局、健康福祉局、教

育委員会、総合企画局などの関係局で幸手事会を設置 し、子ど

も関連計画相互の連携や市民参カロ・子ども参カロを確認し、教

育委員会が条例制定の担当事務局となった。諮問機関の設置、

子ども権利条例調査研究委員会と条例検討連絡会議、市民集

会、子ども集会、子ども委員会、市民サロン、関係者との意

見交流会など 2 年近い審議で、理念と新たな制度を含めた川

崎らしい子どもたちの思いと願いを大切にした総合条例をめ

ざした。条例案は教育委員会 と首長事務部局との共同提案で

2 0 0 0 年 12 月市議会定例会にて全会一致で可決成立 し、翌

2 0 0 1年4 月に施行。庁内に4 局、3 区役所、 1 5 課による子

どもの権利施策推進部会を設置した。

条例に基づく主な施策と事業等では（〇青少年団体、 P T A 、

人権擁護委員等 による実行委員会組織で子 どもの権利の日

（ 1 1 月2 0 日）の講 演会 な どの事 業（む条 例パ ン フ レ ッ ト配 布な

どの広報③学習資料の作成と配布で学校での権利学習の支援

④子どもの居場所拠点としての子ども夢パークの開設⑤子ど

も会議の実施（彰子どもの意見を学校運営に反映させる児童生

徒参加の学校教育推進会議の設置運営を全市立の小中高校に

⑦人権オンブスパースン条例の制定埴）子どもの権利に関する

行動計画の策定（彰子どもの権利の保障状況の検証・答申・措

置などがある。

条例 を活用 した取 り組 みか ら見え てきた 事項 と して（D 組織

横断的な施策展開の効果（か子ども施策と しての事業化の法制

根拠になること（卦関連する制度や仕組みの理論的裏付けにな

るこ と（彰制 度や仕 組み相 互を 関連付 け相互 に補完 しあ うこ と

が可能になること（9 市民、議会、行政の合意であることで施

策の継続性、安定性の確保⑥行政と市民との協働の契機とな

ること（∋施策・事業の検証と行政側の自己評価に活かせる等。

最後に変貌する社会状況の中での課題として、国連採択2 0 年

を迎えるが時間の経過だけでは権利保障は成熟 しない、子ど

もの権利 をめ ぐる子 ども甘や か し論 があ り、子 どもを取 り巻

く環境や生活状況の変化、地域コミュニティの希薄化や地域

力の低減等々た くさん考え られる。権利条例に関わる課題は

全般的に条例認知度の減少傾向、条例制定時の施策や事業の

形骸化を避ける工夫・改善が考えられる。さらに個々の射」度

や仕組 みの運用 面や条 例を育 てる取 り組み に向 けての 課是歪も

残された。

』
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4 】子どもの権利条約採択2 0 年の検証と展望

一子 ども情 報研究セ ンターの歩みと見え てきた こと一

田中 文子さん （子 ども情幸嗣汗究 センター所長）

以下は現在セ ンター と行政 との協働プ ロジェク トである。

○親と子のふれあい広場

○フ ァミ リー子育 てな んで もタイ ヤル ：0 6 －6 5 7 7 －1 0 0 1

水曜 日

○子ども家庭相談室 ：0 6 －6 5 7 7 －10 0 1 月・火・木曜日

○チ ャイル ドラインO S A K A ：0 1 2 0 －9 9 －7 7 7 7 金 曜日

○テ ィーンズ・ ホ ッ トライ ン メール版ユア ポイス

○編集・出版事業 ：月刊 子どもとおとなのパー トナーシ ッ

プ誌「はらっば」

○子ども家庭サポーター協議会

○児童生徒被害者救済システム事業

○ホットスペース事業

子ども情報研究センターは 1 9 7 7 年に乳幼児発達研究所と

して設立。 19 9 4 年 に現在の名称に変更。その間に「子ども

の人権一国連子 どもの権利条約を読む－」「S O S ！子どもの

人権－こどももおおとなも、子どもの権利条約」発刊。なお

「 こどものけん り大 阪フ ェス タ」 な どの子 どもの権利 に関する

イベン トを多数開催 している。以上の事業の中から学んだ事

項と しては子 どもの権利擁 護に どう取 り組 むかであ った 。

（ D 子どもの声を聴くことの大切さについての共通理解の拡大

一権利侵害を受けた子どもの気持ちを大事に考えてきたが、

子どもの発言が難解で、その子どもの権利侵害に対する訴

えが取 り上 げられないことがあ った 。

②子どものアクセス権の保障一子どもが「イヤ ！」「ヤメテ ！」

と言 ってい いの だと い うことを。 そ して子 ども 自身が感 じ

たことを安心 して話せる相談窓口が必要である。

（ 卦学校関係者との信頼関係の構築一策≡者 の相談機関は一方

的 に学 校を批 判 し、追 及 し、裁い た りするの で はな く、子

どもの気持ちや意思を代弁 し子どもの最善の利益の実現に

向けて学校などと連携を目指すものである。

（ 彰第三者の意義についての共通理解の拡大一宇校などにおけ

る子どもの人権侵害の救済を目指すときは実施機関、関係

機関から独立した第三者性の確保が重要である。

（ 9 子ども・家庭の権利擁護の観点に立って、他のシステムと

の連携の推進一子ども支援と保護者支援は不可分に結びつ

いていて、 自己のシス テムだ けで角牢決が 困難な場合 がある。

そんな 時に は他 の システ ム との連携 で うま く進 め るこ とが

できる。

コー デ ィネーター か ら各 シンポジス トに追 加発言 を求 めた。

「 子どもの発信力が落ちているのが心配 （井上さん）」「子ど

もは安心 して暮 らして いな い。お となは子 ど もの権利 条約 に

沿った子ども観をも ってほ しい。ペルーの子どもは子どもの

権利条約が自分を守る道具だと自覚している（奥地さん）」「安

易にN P O が利 用される傾向があると言ったが、お互いに認め

合って進 め たい（田中 さん））「ネ ッ トワー クつ く りは焦 らな

いで。子どもの権利条約は ドーナツ型になっていて、ある条

文だけが重要なのではなく全部そろって重要なんだというこ

とがわか った と子ども が発表 して いた。 さま ざまな人 との つ

ながりを広め、深める必要がある。（小宮山さん）」

（好光 紀）



子どもの権利条約採択2 0 年と日本の自治体

2 0 0 0 年に神奈川県川崎市で 「子どもの権利に関する条例」

が制定されて以降、同種の子どもの権利の総合的保障の理念

としくみを盛 り込んだ条例 （総合条例）が各地で制定されて

おり、今月中には2 0 を超える見込みです。また、条例に基づ

く子どもの人権救済機関の設置、子ども参加の憲章づくりな

ど、それぞれの自治体独自の取り組みも見 られています。

その背景には、自治体の役割を弓垂める地方分権改革や少子

化対策・次世代育成支援の要請がありますが、子どもの権利

条約が日本の自治体に与えた影響を見て取ることもできます。

自治体の主体的な取 り組み によって、地域に子どもの権利を

根付 かせ ようとするものです。

日本の自治体は、子どもの権利条約をどう受け止め、普及

一適用 一定 着一展開を図 ってきたの で しょうか ？

こ こで は、条例 づ くりを中心 に、権 利条約 が 日本 の 自治 体

に与えたものを考えてみます。

子どもの権利の普及とその担い手

次のページに掲げたように、昨年は 5つの自治体で総合条

例が制定され、 10 を超え る自治体で条例づくりが進め られて

います。 その中 には、J川崎市 をは じめ 首長 が公約 し職員 が市

民参加を進めたもの、札幌市のように首長の動きを市民が支

えたもの、東京都日野市や小金井市のように市民が行政に働

きかけてつくられたもの、三重県名張市のように議員提案 に

よるものなど、様々な担い手によって条例 がつ くられています。

また、三重県では N P O が県や津市に協働を呼びかけ、福

井県越前市では市民団体が条例案文を作成 して市 に提言 し、

これか ら条例づ くりが進め られ よ うと してい ます。

子どもの権利の適用・定着

条約採択以前から日本の自治体は、独自の政策領域として

「青少年」の健全育成や愛護の条例を制定してきました。この

点では、日本の自治体は中央政府 （国）に先ん じて、「青少年」

に着 目していた といえます。

ただ、これ らの健全育成条例は、有害図書を規制 した り、

いわゆる淫行規定を置いて、青少年を社会悪から保護 しよう

とするものです。昨今のケ一夕イ禁止や有害サイ ト規制の動

きもこの流れにあるものです（広島市青少年と電子メディア

との健全 な関係づ くりに関する条例な ど）。さ らに進めて 、青

少年の責務や心構えのような在り方を条例に決めようとするも

のも見られます（堺市子ども青少年の育成に関する条例など）。

これに対 し、子どもの権利条例は、権利条約の理念を受け

高 木 章 成 （法政大学大学院）

て「子ども」を権利の主体と捉え、生きる権利、守 られる権

利、育つ権利、参加する権利を地域の中で具体化 していこう

とするものです。特に、「子ども」を権利の主体と捉える以上、

子ども会議やワークショップ、出向き調査などの方法で、条

例づくりの中でも子ども参加が様々な形で試み られています。

また、条例の普及活動の中でも、子ども参カロが取 り組まれる

ことにな ります。

おとなが子どもに与えたり、子 どもを管理するための条例

ではな く、子 ども 自身が おとな と協力 して 、子 どもの権利 を

考え、実 現 してい く条例 なの です。 ところ が、お となは ど う

しても子 ども に在 り方 を示 した くな って しま います。「子 ども

の権利 」の 名 目で、子 どもの在 り方 を示そ うとす る条例 づ く

りが最近、見 られます（本誌9 2 号参照）。

自治体における子どもの権利の展開

これらの動きに対応 して、子どもの権利条約総合研究所は

2 0 0 2 年以来、「地方自治と子ども施策」全国自治体シンポジ

ウムを開催するとともに、若手研究会を設置 し全国の条例を

分析 する ことで、 条例づ くりを進 め よう とす る 自治 体・市 民

を支援 して きま した。

自治体シンポジウムは第 7 回を数え、昨年 10 月 には世田谷

区で開催されま した。「子ども支援の総合化～次世代育成支援

後期行動計画策定に向けて」を全体テーマとしたシンポジウ

ムと、子ども計画の実施と評価、子どもの相談・救済、子ど

も虐待への対応など7 つの分科会が2 日間にわた って開かれ

て、子ども政策に取り組む自治体職員、市民、専門家が情報

交換と交流を深めました。

同研究所では、これらの実践的な自治体研究の成果を基に、

昨年は 『子ども条例ハン ドブック』を、今年は 『子ども計画

ハン ドブ ック』を刊行 しま した。『子ども計画ハ ン ドブ ック』は、

来年度が次世代育成支援対策推進法に基づく後期計画づ くり

の年であることを念頭に、子ども計画の位置付けや子ども参

加の策定方法を提案 し、各地の計画づくりや実施過程を検証

して います。

2 0 0 9 年度は、次世代育成支援の後期計画づくりの年です。

多くの自治体では、アンケー トや二一ズ調査、市民委員の公

募など、計画づ くりの準備作業が進められています。小中学

生がいる家庭には、自治体か らのアンケー ト用紙が届いてい

るかも知れません。

今、全国の自治体は、この計画づ くりで子どもの実態を踏

≡包
まえつつ、「子どもの権利」の視点をいかに盛 り込み、
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支援につなげて いくかが問われている といえ ます。計画 によっ

て、自治体の子ども政策・各種の取 り組みを見通して総合化

していき、できれば子どもの権利条例やオンブズ条例を目指

すことができるのか、条約採択 2 0 周年の年に、自治体、

のN P O 、市民の動きが、ますます重要になつています。

地域

【 昨年制定された子どもの権利条例】

・ ［名古屋市］なごや子ども条例 （3 月）

・ ［新潟県］上越市子どもの権利に関する条例 （3 月）

・ ［東京都］日野市子ども条例（6 月）

・ 札幌市子どもの最善の利益の実現のための権利条例 （1 1月）

・ ［福岡県］筑前町子どもの権利条例 （1 2 月）

【 今年策定中の子どもの権利条例】

・ ［東京都］小金井市子どもの権利に関する条例 （3 月成立）

』‖川‖ ‖川‖‖ l‖川川＝ I＝‖‖ l川川 ＝l

［宮城県］

［岩手県］

［北ラ毎道］

［東京都］

［東京都］

石巻市子どもの権利に関する条例（3 月議会提案）

遠野市わ らすっこ条例 （3 月議会提案）

北広島市子どもの権利に関する条例

国分寺市子どもの権利に関する条例

西東京市子どもの権利に関する条例

・ 新潟市子どもの権利に関する条例

・ ［石川県］内灘町子どもの権利条例

・ ［愛 矢口県］ 日進市子 どもの 権利 に関す る条例

・ ［愛矢口県］幸田町子どもの権利に関する条例

・ 三重県子どもの権利条例 （条例名未定）

・ ［三重県］津市子どもの権利条例 （条例名未定）

・ 広島市子どもの権利に関する条例

・ ［福岡県］筑紫野市子ども条例

・ ［福岡県］福津市こども条例
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1 8 歳成人について両論併記

一法制審議会民法成年年齢部会中間報告

法制審議会で審議

18 歳成人・選挙権にむけた準備は、第9 0 号（2 0 0 7 年 12 月）

既述のように国民投票法 （日本国憲法の改正手続に関する法

律）の成立・公布を受けて内閣に各府省の事務次官 らで構成

される「年齢条項の見直 しに関する検討委昌会」が設置され、

遅くとも2 0 10 年 の通常国会への関連法案提出をめざして所

管官庁ごとに関係法令を検討しています。

なかでも国民投票法で具体的に例示された民法と公職選挙

法の動向が注目されてきま したが、昨年 2 月 に鳩山邦夫法相

（当時）の諮問を受けて民法の成年年齢引き下げの是非を検討

してきた法制審議会民法成年年齢部会 （部会長・ノ名兼田薫早大

教授） は 1 2 月 に中 間報告 をまとめ ま した。部会 は昨年 3 月 か

ら、教育関係者、消費者問題関係者、労働関係者、若者を研

究する社会学者・発達心理学者・精神科医などのヒアリング

および高校生、大学生との 3 回の意見交換などをつうじて審

議しています。

民法の論点と世論調査

民法で成年を基準とする主な規定は、契約など法律行為の

制限（5 条）、婚姻についての父母の同意 （7 3 7 条）、普通養

子縁組の養親 （7 9 2条）、父母の親権 （8 1 8条 1項）などが

挙げられます。日本では太政官布告（1 8 7 6 年 ）をへて民法

（ 1 8 9 6 年）で成年年齢を2 0 歳と規定 していますが、民法制

定時の欧米の成年年齢は2 1・ 2 4 ・ 2 5歳で、平均寿命や精神

的成熟度を考慮 して欧米よりやや低い2 0 歳 に決めたと思われ

ます （欧米各国は 1 9 7 0 年前後に相次ぎ 18 歳に引き下げ）。

昨年 7 月には 18 歳以上を対象に内閣府の世論調査が実施さ

れました。ここでは具体的条項の引き下げを問い、契約年齢（5

条）は賛成 1 9 ．0％・反対 7 8 ．8％、親権に服する年齢（8 18 条）

は賛成2 6 ．7 ％・反対6 9 ．4 ％との結果でした。ただ成年年齢

の根幹ともいうべき契約年齢では反対のうち条件整備されれ

ば賛成が4 4 ．0 ％ を占めました。

多くの論点が両論併記

こう した世 論の状 況な どか ら、中間報 告で は利点 と ともに

契約年齢は消費者被善が拡大する、親権に服する年齢はニー

トや フ リー ターな ど 自立 が困難な 若者 がさ らに困窮 するな ど

の懸念を挙げています。そ して成年年齢引き下げの如何を問

わず、こうした懸念を解消するための施策・教育の充実を政

府に強 く要望 しています。

菅 源 太 郎 （N PO法人R ights代表理事）

注目の国民投票年齢・選挙年齢との関係では、憲法 1 5 条 3

項が未成年者の選挙権を禁 じておらず、国民投票法制定にお

ける民法と参政権の判断能力は一致すべきとの国会答弁につ

いても、成年後見の被保佐人・被補助人への選挙権付与を挙

げて、民法の行為能力制限者への選挙権付与を禁 じてはいな

いとの立場か ら「民法の成年年齢とは必ず しも一致する必要

がない」 との意見 で一致 しま した。

そのうえで成年年齢引き下げによる若年者の社会参カロ・自

立の促進、諸外国の成年年齢との一致、施策・教育の充実と

成年年齢引き下げの先後、引き下げる場合の年齢などについ

て、部会の意見が分かれたとして両論併記となっています。

総務省の立場と今後の動向

公職選挙法を所管する総務省は、民法を所管する法務省と

ちが って国民投票法附則 3 条の規定で、すでに選挙権年齢を

引き下げる方向性が国権の最高機関たる国会の意思として法

律に示されてお り、審議会への諮問や世論調査は考えていな

いとの立場から法制審の議論を注視 しています。そのうえで

成年年齢が引き下げられない場合に選挙権年齢だけを引き下

げる法改正が可能かどうかは、国会で議論されるとの見解で

す。

法 制審 は一般 か らの パブ リック・ コメ ン トを・受 け付 け、2

月か ら最終報告にむけた会合を再開 しています。今後は法制

審の最終報告を受けて、内閣「年齢条項の見直 しに関する検

討委昌会」を中心に関係法令の検討が本格化すると思われま

す。その際は満 2 0 歳および成人を基準とする法令だけでなく、

子どもの権利条約を踏まえた子どもか ら大人への年齢 に応 じ

た権利保障の観点で関係年齢全般を対象にすることが期待さ

れます。

法制審民法成年年齢部会ウェブサイ ト（議事録や配布資料な

ど掲載）

h ttp ：／／W W W ．m O j．g o ．jp ／S 川 N G l／S e in e n ＿in d e x ．h tm l

子どもの権利条約 第 9 5 号・ 2 0 0 9 年3 月 15 日号

』



目 ▲

第3 国子どもと青少年の性的搾取に反対する

世界会議とC S E C ジャパンフォーラム

昨年 1 1 月 2 5 日よ り2 8 日まで 、ブラジルの リオデジ ャネ イ

ロ市において、第 3 国子どもと青少年の性的搾取 に反対する

世界会議 （リオ会議）が開催されま した。世界中から3 0 0 0

名が参加 したこの会議は、 19 9 6 年 の ス トックホルム会議、

2 0 0 1年 の横 浜会議の フォローアップを目的とするもので、

ストックホルム会議や横浜会議と同様に、子どもの商業的性

的搾取の根絶を目指す国際 N G O であるE C P A T 、ユニセフ（国

連児童基金）、子 どもの権利条約のためのN G O グループ、そ

して主催国の政府 （今回はブラジル政府）による 4 者共催と

いうユニークな形で実施 されま した。

私は、2 0 0 1年の横浜会議では主催者の一人 （財団法人日

本ユニセフ協会広報室長）と して子ども・若者プログラムお

よび 日本国内の N G O の 窓 口業務を担当 しま した。政府、国

際機関、N G O が対等な共催者 として国際会議を企画・実施

するのは、当時の 日本では本当に大変なことで、日本政府と

N G O ・ 国際機関の問で長時間にわたる難しい交ラ歩・調整が続

けられた こと を今で もよ く覚 えて い ます。そ の意 味で 、7 年

後にリオ 会議 が開催 された こと は、この 間定喜の解 決 に向ける

関係者の熱意が本物であったことの証左であると私は感じて

います。

私は、また、横浜会議 において世界3 5 力 国か ら集ま った

9 3 名 の子 ども と若者達と9 泊 1 0 日を 共 に過 ごすという貢重

な経験をさせていただきました。子ども・若者代表が言葉の壁、

年齢のギ ャップか ら生 じた様 々な トラブル を乗 り越え て最終

日を迎え た時の 感動 は今 で も昨 日の こ との よ うに覚え てい ま

す。

横浜会議に日本の子 ども代表、若者代表あるいはファシリ

テ一夕ーとして参加 した仲間達の多くは、その後も児童労働、

子どもの人身売買、H lV ／A ID S 問題、さ らに青少年の社会参

加全般に関わる活動 に取 り組んでいます。私が、 2 0 0 4 年春

に日本ユニセフ協会を辞めた後も、「子どもの権利活動家」と

して活動 を続 けて これたの は、横浜 会議 を通 じて矢口り合 った

これ らの若者たちの活躍ぶりに励まされ、勇気づけられてき

たお陰です。

これ らの若者が中心 とな って、 リオ会議の帰国報告会も兼

ねたC S E C ジャパ ンフ ォーラ ムとい う、大 きなイ ベ ン トが昨

年12 月7 日に横浜 で開催 される ことにな り、私 は、このイベ

ントのパネル デ イス カ ッシ ョンの モデ レーター を務 める こと

にな りま した。

』

子どもの権利条約 第 95 号・ 20 0 9 年 3 月 15 日号

森 田 明 彦 （東京工業大学）

1 ・ リオ会議

リオ会 議 は、 1 1 月 2 5 日夕方 の オー プ ニ ンク か ら始 ま り、

日本政府代表と して西村康稔外務政務官が挨拶をされま し

た。残念だったのは、子どもポルノの単純所持等を処罰化す

ることを求める児童買春・児童ポルノ等禁止法改正案がリオ

会議ま‾ごに国会で成立せず、この点をリオ会議で報告できな

かった ことで す。 日本 は、横浜 会議の ホス ト国 を引き受 けた

ことを含め、子どもの商業的性的搾取問題に積極的に取 り組

んできました。 リオ会議でも、日本ユニセフ協会の東郷良尚

副会長が買春ツアー撲滅を目的とする「行動綱領（c od e of

C O n d u c t）」プ ロジェク トに関する日本の積極的な取 り組み を

分科会で紹介 し、この面‾ごは取 り組みが遅れている米匡Ⅰの政

府関係者 が東郷副会 長 にア ドバ イス を求め るシー ンもあ りま

した。したがって、日本が子どもの商業的性的搾取問題の全

ての分野で世界に遅れを取っているわけではあ りません。但

し、リオ会議の最終文書は、子どもポルノの所持のみならず、

閲覧や アクセス につい ても処罰 化す る ことを求 めてお り、 こ

の点で 日本 が早急 な対応 を求 め られ ている こ とは間違 いあ り

ません。

ちなみ に、日本ユ ニセ フ協 会が 19 9 8 年 12 月4 日に主 催 し

たユニセ フ・ グローバル・ フ ォーラ ム公開 ワー クシ ョップ に

おいて、 タイの ヴ イテ ィ ツ ト・ ム ンター ボー ン教 授 （チュラ

ロンコン大学）は日本は子どもポルノの単純所持の処罰化が

必要であると発言 しています。その後、 1 1年 が過ぎました。

議論を尽くすには十分な時間であったように思います。

翌日（2 6 日）朝の第 1 回目の本会議では、E C P A T 国際議

長であるアミハン・アブエバさんが報告を行いました。

アミハンさんは、子どもの商業的性的搾取に対する2 0 0 1

年以降の世界的な法整備 （バ レルモ条約、子 どもの権利条約

の子ども買春選択議定書、IL 0 18 2 号条約）の成果に言及し

たあと、被害者となった子どもに対するケアや回復支援は国

際的基 準に則 って行われるべ きであると弓垂調 してい ま した。

さらに、子どもを人身売買から保護するさまざまな技術が

2 0 0 1年以降開発されたこと、人身売買問題 に取 り組むため

の国内制度の整備が進んだこと等、広範囲な良い実例が蓄積

されたことを評価しつつ、それらの人身売買問題に対する取

り組みが人身売買の被害者となった子どもに対する十分な関

心な しに進んでいる ことに懸念を表明 しま した。

さらに、アミハンさんは、子どもの人身売買については十

分な証拠がないこと、人身売買の被害者として子どもを認定



する上での困難など、現在、世界が直面 している具体的な課

題を次々と列挙 し、現在多 くの先進国が人身売買被害者を送

り出 し国 に帰国 させる ことを最優先 に している点 を批 判 して 、

被害者 が帰国 した際 に直面 する であ ろ う危険 （リス ク） を十

分に調査 した上で、帰国させるべきかどうかを決定すべきで

あると提言 しま した。

アミハンさんは、また、人身売買の需要サイ ドを理解する

ことの重要性、効果的な保護制度の確立の重要性にも言及し、

人身売買に関する法律の影響 （インパク ト）について評価す

る必要があると述べ、最後に子どもの性的搾取問題を解決す

るためには、子どもへの暴力を促進 している社会や個人の価

値観や信条を変えなければな らないと訴えました。

今回の世界会議の主要なテーマは、（訓生的搾取の形態とそ

の新たなシナリオ、（さ法的枠組 と説明責任、（卦統合的な分野

横断的政策、④企業の社会的責任のイニシアティブ、（む国際

協力のための戦略の 5 つでした。そのうち、第 1のテーマ 「性

的搾取とその新たなシナリオ」 に基づく分科会の中でもっと

も多かったのがIC T（情報通信技術）を活用 した子どもポルノと

子どもの人身売買を取り上げたものでした。

横浜会議の前 に世界各地で開催された地域会合でも、新

しい情報通信技術の発展によ って深刻化 している子どもサイ

バーポルノ問題と、子どもの人身売買という 2 つの課題が最

も緊急かつ重要な 問王琵と して取 り上 げ られ ま した 。

リオ会議では、子どもの性的搾取問題における最重要な課

王頭が、依然、この 2 つであることが確認されたわけです。

一方、子どもの性的搾取問王題に取り組む主体の多様化が進

み、政府、市民社会、学校、家庭、青少年に加え、企業の役

割が増大 していることが強調されたことも今回の会議の特徴

でした。

また、前回の横浜会議には9 3 名の子どもと若者が正式な代

表と して参 加 しま したが、今 回の リオ会議 にも3 0 0 名の子 ど

も違が参カロ、本会議、分科会の両方で活発な発言を行いました。

このよ うな国 際会議へ の子 ども参 カロは、日本 ではす ぐに「お

飾り」「形式 的」 と批判 され勝ち です。 しか し、子ども に影響

を与える全ての政策の決定過程に子どもの意見を反映させる

ようとする、その真筆な精神は素直に学ぶべきものと私は考

えています。

2 ．C S E C ジ ャパ ンフォーラム

リオ会議 の直後 、 1 2 月 7 日に横 浜で開催 され たC S E C ジ ャ

パンフ ォーラム は、ア ジアの女 性 と子 どもネ ッ トワー ク、国

際子ども権利センター、てのひら～人身売買に立ち向かう会、

ポラ リス プロ ジ工ク トか ら成 る実行 委員会 に よ って企 画・ 開

催されました。前者 2 団体は横浜会議の前からこの問題に取

り組んできたN G O ですが、後者 2団体は横浜会議以降に設立

され た新 しいN G O です。 ここにも、 日本社会 にお けるこの問

題に対 する関心 と取 り組みの広 が りを見るこ とが出来 ます。

日本 ユ ニセ フ協 会、 セー ブ・ ザ・ チル ドレン・ ジ ャパ ン、

さらに駐 日ブラ ジル大使 館、駐 日ス ウ ェー デン大 使館、駐 日

アメ リカ大 使館等 の後援 を得 たこの イベ ン トには、 リオ 会議

に参加 したE C P A T ／S T O P 子ども買春の会共同代表の宮本潤

子さんと国際子ども権利センター代表理事の甲斐田万智子さ

ん、さらに地元神奈 J暮lで 「人身売買か らラオスの子どもたち

を守る」キ ャンペーンを展開中の日本ユニセフ協会神奈川県

支部事務局長の谷杉佐奈実さん、虐待などに遭 った困難な状

況にある子どもたちを支援するための施設、カ リヨン子ども

の家の理事長を務める弁護士の坪井節子さんがパネ リス トと

して参 加 しま した。

日本人男性による5毎外での子ども買春問題に長年取 り組み、

2 0 0 4 年 に日本国内の虐待児童の保護施設であるカリヨン子

どもの家を立ち上げた坪井節子さんは、 1 9 9 1 年には 1 0 0 0

件であ った日本国内の児童虐待件数が、2 0 0 7 年には4 万件

に達 したとい う統 計を示 し、 この よ うな虐待 か ら逃れ よ うと

して家庭を逃げ出 した子ども、特に女子は性産業 しか行き場

がな い とい う日本の 現状 を紹介 され ま した。 実際 にカ リヨ ン

子どもの家がこれまで保護してきた 1 3 0 名 の青少年の うち4

分の 3 が 1 5 歳か ら1 9 歳までの女子であり、多 くが性虐待の

被害者であり、被害者には裕福な家庭の子どもか ら貧困家庭

の子どもまで様々なケースがあったそうです。

日本国内で近年深刻化 している児童虐待と子どもの商業的

性的搾取が「虐待された子どもの居場所」としての性産業を

通じて密接に繋がっていることを指摘 した坪井さんのお話 し

は、子ども買春、子どもポルノ、性的目的の子 どもの人身売

買が海外の問題であるだけではな く、日本国内の私達自身の

問題であ ることを明 らかに しま した。

今年は「国連子どもの権利条約」採択 2 0周年です。最も困

難な状況下にある子ども達に対する支援策が、子ども達の声

を踏まえて策定され、迅速に実現されることを願いたいと思

います。

子どもの権利条約 第9 5 号・2 0 0 9 年 3 月 15 日号∠』
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闇の子どもたちをなくすためにできること

一子 どもの権利条約セミナー

渡 遽 奈 美 子 （シーライツ／国際子ども権利センター理事）

シー ラ イ ツC －R ig h ts （国際子 ども権利セ ンター）で は、 1 2 月2 0 日に

代表の甲斐田万智子、副代表の荒牧重人による勉強会を行い

ま した。

荒牧さんによる「自分を大切に思う気持ち一日本の子ども

と自己肯定感」と題されたお話では、自治体での調査から、

日本の子どもたちは自己肯定感が低いことが問題提起されま

した。 自己肯定 感 とは、 自分 を大切 に思 う気 持ち で、まわ り

から大切 に思 われて いる とい う実感 や人 か ら必 要 とされ てい

るとい う感覚 です。 これ らは人間 と して 生き てい く うえで 不

可欠な感情であり、権利・人権の基盤です。こういう実感がな

いと、い くら権利の話 を しても通 じないそ うです。

今の日本は社会全体 として、自己肯定感を高めにくい社会

である との指摘 もさ れま した。 この よ うな社会 を変 えてい く

ためには、子どもの権利の 「実王践」が必要です。いまこそ、

権利 をエンパ ワー メン トにつ なげる ことが求め られ ています。

子どもの権利は、権利の相互尊重から、子ども同士、子ども

と大人の関係性を変え、豊かな関係をもた らします。「お互い

を尊重する気持ちがなければ、人権社会は作れない。人権とは、

共に生きることなのだ。」という荒牧さんの言葉が印象的で し

た。

そ して、「子 ども参加の機会 が、エ ンパ ワーメ ン ト／ 自己尊

重につながる。被害か ら立ち直る主体、問題を解決する主体

とな り、成功 した り、悩んだ りしなが ら、新 しい 自分 を発見 し、

それが 自分 を大 切に思 う心 につなが り、 同時 に、ほかの 人を

大切に思 う気持 ちにつ ながる。 こ うい った 自分 を大切 に思 う

気持ちを持ちながら生きていける社会をつ くることが大人の

役割だ」と話されま した。つまり、子どもの権利は自己肯定

感・自尊感情を向上させ、子どもの成長に寄与するだけでなく、

人権社会 をつくるために効果的だ とい うこ とがわ か りま した。

次に、休憩をはさんで、再びグループに分かれ、子ども買

春や人身売買の被害に遭 う「闇の子どもたち」がなぜ生まれ

てしま うのか とい う原 因を話 し合 いま した。男尊 女卑の文化 、

貧困、知識 のな さか らだ まさ れて しま うこと、加 害者の 自己

肯定 感が低いため に、自分よ りも弱 者をい じめて しまうこと、

子ども自身が自分を常に大人に従う存在と考えていることな

どの意見が出され、おとなも子どもも自分は大切な存在であ

るとい う意 識 を強 く持 つ ことがひ とつの予 防 になるの ではな

いかという意見も出ま した。

その後は、甲斐田さんによる「子どもに対する暴力と子ど

もの権利～性的搾取から守 られる権利に焦点をあてて～」と

題したお話があ りま した。

ぱ≡…
どもに対する暴力研究報告書では、暴力は様々な

権利条約 第 9 5 号・ 2 0 0 9 年3 月1 5 日号

場所で起こるとされています。幼児婚やFG M （女性器切除）

も文化という名のもとに容認するのではなく、常に子どもの

最善の利益を考えて判断しないといけないと話されま した。

同様に、アジアでは年長者を敬 う文化がありますが、文化や

慣習 だか らとい う理 由 で、子 どもが売 られ る理 由に はな りま

せん。「文化」という言葉の持つあいまいさに気をつけなけれ

ばな らない ことがわか りま した。

子どもの商業的性的搾取の定義か ら始まったお話は、カン

ボジアの性的目的の人身売買と日本人の関わ りについての解

説から、子どもの性的搾取に反対する 3 つの世界会議に及び

ました。 1 9 9 6 年 に ス トックホル ムで行 わ れた第 1国子 ども

の商業的性的搾取に反対する世界会議、そ して2 0 0 1年に横

浜で行われた第2 回世界会議、そして2 0 0 8 年 1 1月末に行わ

れたブラジルでの第3 回世界会議について、それぞれの概要

とその後の変化が報告されま した。第 3 国会議 にはブラジル

大統 領も 出席 し「性 教育 は子 ども にと って食事 と同 じくらい

大切」 とス ピーチを しま した。

そ して、カンボジアでの N G O の実践から、子どもの権利を

矢口る ことは、子 どもを守 るだ けで な く、 おとな に とっても 自

分の 権利 を知る こと につな が り、大 人 にと って も大変 メ リ ッ

トであ るとい う話 をされま した 。（カンボジアでの 実践につ い

ては、詳 しくはN C R C ニ ュース レター N o ．9 3 甲斐 田万智子 を

ご覧 くだ さい。）

最 後 には日本の 責任 と私た ち にできる ことを 話 して終 わ り

ました 。「暴力 の連鎖を止 めるため には、あ らゆ る暴 力に ノー

と言 う しかあ りませ ん。社会 における子 どもに対する暴力 は、

子どもはおとなから暴力を受ける低い存在という暗黙のメ ッ

セー ジ にな って しま うの で、あ らゆる暴 力 にN O ！と声 を上

げてい くことか らは じめ よう」 との提案があ りま した。

⑳参加者の声

・ 子 ども に自己肯 定感 を持 っても らうには、ま ずは周 りに い

る大人たちが自己肯定できていなければいけないのではと

思いました。（団体職員、女性、2 8 歳）

・ 自己肯定感と子どもの権利と結びつけることの重要性につ

いて改めて気付かされました。（団体職員、女性、2 8 歳）

・子ども買春は一見ラ毎外の問題ととらわれがちですが、子ど

もの権利 侵害 とい う視点 で 自分 た ちの 問王琵と してみ る こと

ができて良かったです。

・ 日本で もイ ンターネ ッ トホ ッ トライ ンセン ター に通 報す れ

ば悪質 なサ イ トが 摘発 される と聞 き 自分 にで きる こと と し

てやっていきたい。（女性）



～子ども活動の支援者の技術・役割・姿勢を考える～

2 0 0 9 年 2 月7 日 （土） 1 0 ：0 0 ～ 1 6 ：0 0 国立 オ リンピ ック記念青少年 総合 セ ンターに於 いて、 遠 くは北海 道の札 幌 か らの

参加 者 を迎 え、 ス タ ッフ を加 えて 1 7 名 の 参 加 で開 催 しま した 。

【は じめ に】 フ ァシ リテ 一夕ーの 林大介 さん と長谷 部頁 琴さ

んか ら今 回の ワー クシ ョップの 流れ と今 日の 目的の 確認 と し

て、① 自己理解 か ら他己理 角写そ して相互 理解 へ ② 子 どもの

権利条約からみた子どもの権利 ③子どもとおとなの人間関

係の あ り方 （むフ ァシ リテ 一 夕一 につ いて お互 い に楽 しく、

できるだけ参加 して、一人ひ とりを尊 重 して学んで いきま しょ

うと紹介を兼ねての 説明があ りま した 。

【プログラム】 参加を促進するための多様な手法のなかから、

アクテ ィビティ（⊃「一番 0 0 な人 は ？」「仲 間づ くりゲーム」「0

0 と × ×、 ど っちが好 きそ う！？」「部屋の四隅」 を用い て 「好

きな季節」「犬派と猫派」などのテーマでアイスブレーキング

を兼ねての意見交換を したり、他人か ら見える自分の第一印

象を矢口り、お互いを矢口り合 って、思 い込 みに気づ くな どの ワー

クを行 い ま した。 アクテ ィビテ ィ（彰「子 どもの 参カロの 意味 と

意義」 か ら子 ども とお となの強 み と弱み に4 分 割 して、参 カロ

者の意 見 を出 し合 いま した 。ア クテ ィビテ ィ③ 1 枚の 写真 を

利用 しての 「子 どもの 思い を聴 くとは ？子 ども参 カロの 意味 を

深め る」 で は聴 くことの意 味、積極 的 に聴 くため に心 が ける

べき こと、お となが子 ども の声を 聴かな い ときは どんな 時 ？

子どもの 思い を聴 くた め に必 要な こ とは、なぜ 子ど も参カロが

必要なのか について参カロ者 と意 見交換 を しま した。最後 にファ

シリテ一夕ーの役割、技術、資質、子 どもとの向き合い方、

支援と指導の違い、支援にとって必要な要素についてのまと

めがあ りま した。

⑳参加者の感想

学習塾 で アルバ イ トを してお り、子 どもたち とよ り良い 関

係を築きたいとの思いかた参加 しま した。生徒たちは、学校

や家庭で問題を抱えるなど、それぞれ様々な状況にあります。

ある生徒が授業のない日に塾に来ました。塾が彼女の「居場所」

だからだそうです。それ以来、塾が生徒たちにとっての居心

地の良い場所 となるよ う心 がけてきま した。

ワーク シ ョップで は他 の参 カロ者の 方々の積 極 的な姿勢 に刺

激を受けました。また、奥深い意見がた くさん聞けました。

中でも印象に残っているものは、子どもと大人の知識や経験

の差 は単な る 「違 い」で あ り立 場 は対等だ とい うこ と、フ ァ

シリテ ー トが必 ず 上手 くい く方 法 は ない の で コ ミ ュニケ ー

ションが大切 だ とい うこと、子 ども は豊かな 発想 力と本 質を

つい た発 言 を して くれ る地域 の 「財産 」 であ る とい う こと、

子ども に優 しい社 会 は弱 者全 体 に優 しい 社会 だ とい う こと、

です。子ども参加と真剣に向き合 った時間は大変有意義でし

た。

ワー クシ ョップに参加 してか らは、よ り子 どもたちと「対話」

する ことを気 にかけて います 。アルバ イ トの みな らず、社 会

に出て か ら、母 親 にな ってか らも、 ここで共有 した こと を心

に留めていたいです。（2 0 代女性）

⑳参加者の声 （抜粋）

・ さまざまな団体からの参加者のさまざまな考えが伝わって

きてよか った。

・ 子どもたちのことを思い、又、大人を思う子どもたちがた

くさ んい て、権利 ＝⇒あた りまえ 、が多 くの人 々 に理 解 して

ほ しい。

・ 今お わ って 感 じる ことと しては、概念 とか子 ども参カロにつ

いて、すで にど こかでW S を受 けてた りする と、同 じよ うな

のを した だけ とい う感 じが した ので、 も う少 し「フ ァシ リ

テ一 夕ー」 とい うテー マ に しぼ っても らえた らよか ったか

と ‥・。

・ 子 どもの参 カロについて 、さま ざまな 団体や 職場 が関わ って

取 り組ん だ り、取 り組 も うとい う動き があ る ことがわ か り

ま した。そ れ自体新鮮で した。

・ フ ァシ リテ一 夕一 に は、い ろい ろな ス キル が ある もの の、

≡芸
やは り、多 様な フ ァシ リテ一 夕ーが いて こそ、

子どもの権利条約 第9 5 号 ・2 0 0 9 年 3 月 15 日号

㌶



の可能性が広がると思います。このため、一定のスキルの

習得による質の確保と多様性の確保という2 つの方向性をあ

わせて追及する必要があると思いました。

・ 環境や貧困問題以外に、子どもたちについても熱心に取 り

組んで いる方 がた くさん いる こと を知 って新鮮 で した。問

題を世界中で協力 して解決するといった、大きな規模の話

はよく聞きますが、「地域」という身近な単位も大切だとわ

か りま した。本 日考 え、感 じた こ とは、親 にな った時 にも
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役立ちそうです。

・ 見 事な フ ァシ リテー シ ョンで豊 かな人 間 関係 と豊 かな 学び

がで きま した。参カロ者そ れぞ れが存 分 に語 りあえ た と思い

ます。もちろん、時間の制約内でですが。

・ 子 ども参 加 をひき 出す フ ァシ リテ一 夕ーヘ の道 は遠 いかも

しれませんが、楽 しさは想像できま した。少 しずつ体感す

る機 会を増や して、一緒に参カロで きるよ うにな りたいです。
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編集後記

先日、豊島区内で「子どものまちミニいけぶくろ」が開催された。2 0 0 人を超える

子どもが ミニい けぶ くろの 住民 と して 、「お も しろさ」を追 及 した まちづ く りを展 開 した 。

当日までに中．高校生 1 0 名が議員として企画 し準備してきた期間は、のんびり1年間。

途中から参カロした小学生 5 ，6 年 生の 7 名 は、斬新かつ弓垂引（笑）なアイディアで、さら

に会 議を か く乱 。 ところ が、全 体 を引 っ張 って い くよ うな リーダ ーは い らない 、と い

うのが彼ら全昌の意見だ った。ある日の会議を覗いた地域のおとなは「各自が好きな

ことを言ったりやったりでバラバラだが、なぜか不思議な一体感がある」と感想を寄

せて くれ た。 ファシ リテ 一夕ー と して は、葛藤 と感動 が入 り混 じった 1年間で もあ った。

当日は豊島区副区長や教育長 らも訪れた。教育長は、キ ャリア教育として効果的な

取り組みとの評価。親たちからは、前回のような「サービスが悪い」というクレーム

はなく、多 くのおとなが、子どもたちによる「おとなのための講座」を興味深く受講

して いた。

「ミニいけぶ くろ」は、小さな規模だが定着 しつつある。 “楽 しいイベン ド として

だけでな く、地域社会にとっても必要な「子ども観」へのきっかけであってほしい。（N ．K ）

■ニュースレター 9 4 号 に誤りがありました。関係者の皆様、読書の皆様に対 し、深 く

お詫びいた します。

・ 1 1ページ 右写真のキャプション

誤「松平千代－」 一 正「柳平千代－」

・ 同 「子どもだって社会の一員」の執筆者名

誤「藤森沙希」 一 正「藤森沙季」
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